
2022年（令和4年）10月13日（木）17時～20時
第83回がん対策推進協議会

「人材育成」

—第4期がん対策推進基本計画に向けて—

東北大学
石岡千加史
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• がん対策推進基本計画と第3期の中間評価報告における「人材育成」
• 標準医療の「均てん化」に必要な人材の地域間・医療機関間格差
• がん医療の高度化に伴う新たな課題
• 文科省・がんプロ（概算要求）
• 第4期がん対策推進基本計画に必要な指標の設定

Administrator
スタンプ



がん対策基本法と第1期〜第3期がん対策推進基本計画における⼈材養成の位置づけ
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第3期がん対策推進基本計画 中間評価報告書 令和4年6月 厚生労働省

第３章 中間評価
Ⅱ 全体目標についての進捗
Ⅲ 分野別施策の個別目標についての進捗状況

４．これらを支える基盤の整備
（１）がん研究
（２）人材育成
（３）がん教育、がんに関する知識の普及啓発

（２）⼈材育成（個別⽬標）
国は、２年以内に、今後のがん医療や⽀援に必要
な⼈材と、幅広い育成のあり⽅について検討し、
そのために必要な具体的なスケジュールを策定す
る。

（進捗状況及び指標測定結果）
 緩和ケア研修修了者数、がんゲノム医療コーディネーター研修会参加⼈数、
⼩児・ＡＹＡ世代のがんの⻑期フォローアップに関する研修会参加⼈数は、
それぞれ増加しており⼀定の評価はできる。
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 ⽂部科学省では 2017 年より５年間、多様な新ニーズに対応する「がん専⾨医療⼈
材（がんプロフェッショナル）」養成プランを⾏い、・・・・その結果、がん緩和
ケアに特化した講座を設置している医学部医学科を置く⼤学の数は増加している。



「今後のがん医療の在り方も踏まえた取り組み」について

• 専門医療従事者には地域間や医療機関間に大きな格差があり、引き続き対策が必要

• 急速ながん医療の高度化に伴い新たな課題が生じており、新たに対策が必要

（発言）「人材養成」への具体的な加筆案として、
これまで各専門職種に対する研修事業やがんプロフェッショナル養成プラン等で人材養成に一定の成果は得られたが、地域

格差に加え急速ながん医療の高度化に伴い、新たな課題が浮上してきた。全ゲノムを含むマルチオミックスと臨床情報による
医療ビッグデータに基づくがん医療（予防や治療）、加速するがん分子標的薬とそのコンパニオン診断薬の創薬から臨床現場
に繋ぐ医療人材、腫瘍循環器学などの新しいがん関連学際領域へ対応できる医療人材、がんサバイバーの身体的・精神的ケア
と再発予防、リハビリ・栄養指導等の生活支援、在宅医療を含む終末期医療に携わるチーム医療人材など、遠隔医療の導入に
よる地域格差への対応など今後のがん医療のあり方も踏まえた取組を、引き続き、文部科学省とも連携しつつ、推進していく
必要がある。

（新たな課題に関する発言要約）

１． 医療ビッグデータに基づくがん予防や癌治療（がんゲノムからマルチオミックス）

２． 新しいがん関連学際領域への対応（腫瘍循環器学など）

３． 創薬から医療現場を繋ぐ人材

４． がんサバイバーのケアや再発予防や生活支援

５． 在宅緩和を含む終末期ケア

６． 遠隔医療 4

第3期がん対策推進基本計画 中間評価報告書案への意見（石岡の協議会発言から）

全国がんプロ協議会での協議と日本臨床腫瘍学会の調査結果を基に発言



第3期がん対策推進基本計画・中間評価報告書（厚生労働省）

１．格差問題（病院間、地域間）

がんの標準医療の現場を担う⼈員不⾜が要因の１つ

• がん診療に従事する専⾨職

• 症状緩和やがんサバイバーのケアにあたる⼈材

• QOL 向上及び終末期医療を担う⼈材

• 患者・家族ケアを実践する医療従事者

• ⾼度化するがん医療現場を担う⼈材

２．新しい課題

進化するがん医療の各分野

• 創薬を担う⼈材

• 診療・研究⾯でがん関連学際領域に対応できる⼈材

• 医療ビッグデータの解析専⾨家
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今後のがん医療・研究のあり⽅を踏まえ、必要な職種・⼈員、育成のあり⽅、具体的な
スケジュールなどについて、⽂部科学省のがん専⾨医療⼈材養成事業などとも連携しつ
つ、医療関係職能団体、各種学会、拠点病院等の協⼒を得て推進していく必要がある。

課題（概要）
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⾼まる腫瘍内科医のニーズ―⽇本臨床腫瘍学会の⽴場から―

• がん薬物療法の急速の進歩（高度化）：

分子標的治療薬が急増（約150種類）

免疫チェックポイント阻害薬を含む

• 多様化する副作用対策：多様な免疫関連有害事象（irAE）ほか

• 臓器横断的治療薬の登場：臓器別がん種から分子異常別がん種の治療

• 個別化がん医療の幕開け：

遺伝子パネル検査の保険適応、エキスパートパネル

• 患者の高齢化による併存疾患・機能低下：内科専門医の基盤が必要

新しい診療領域（腫瘍循環器学など）

• その他 腫瘍内科医が不足

2022年2月時点で
145種類（57標的）

肺癌、乳癌・・→BRAF V600E癌、NTRK癌、MSI-H癌・・

治療の担い手かつ臨床開発の人材として

舵取り役
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• 1972年に内科のサブスペシャルティー

• 1973年に第1回腫瘍内科専門医試験

• 1997年の内科サブスペシャルティー試験の

合格者数 1位循環器内科、2位消化器内科、

3位腫瘍内科(739名）（腫瘍内科医1万人越

え） Kennedy BJ, Lancet 354, 1999

• 多くの国では腫瘍内科医は独立したスペ
シャリティー専門医

• 一部の国は放射線腫瘍や血液腫瘍と併せ
てトレーニング

Popescu RA. Ann Oncol 25: 7–8, 2014

ESMOの声明文(position paper)

欧米諸国における腫瘍内科の歴史と現況

米国 欧州

現在、22,007人（Redi-Data, May 2022）←日本よりも圧倒的に多い



8

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
0
9

2
0
1
0

2
0
1
1

2
0
1
2

2
0
1
3

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
2

Total

がん薬物療法専門医の養成数（日本臨床腫瘍学会）

認定開始︓2006年

新規認定⽬標

≒100名/年

がんプロフェッショナル養成プラン

2024年までに
2,000名 を⽬標
（推測1,850⼈）

がんプロフェッショナル養成基盤推進プラン

次世代がんプロ養成プラン

認定試験 16回
更新試験 11回

73〜75⼈／年
増加

当初の目標：全国のがん診療連携拠点病院に専門医を配置すること(近づくも未達）

2022年4⽉ 1,604名

1期

2期

3期

402病院（特殊型、国がん含む）

文部科学省補助金事業
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指数Ｂ／Ａ（ベルギー以外は低下）

Ａ：日本の新規がん罹患数（2019年）999,075人
Ｂ：日本の腫瘍内科医（2019年のがん薬物療法専門医）1,377人

Ｂ／Ａ=726

Ｂ：がん罹患数Ａ：腫瘍内科医数

欧州諸国における腫瘍内科数の推移（がん罹患数で補正）

国家間格差・増加傾向

Popescu RA. Ann Oncol 25: 7–8, 2014（2020年値は予測値）

→腫瘍内科がスペシャルティとなっている欧州諸国と比較すると最低レベル
（フランスやイギリス以下）

地域間格差：グローバル・スタンダードから遅れ



都道府県別がん薬物療法専門医養成数：対人口100万人
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高まるニーズ
• がん薬物療法
• がんゲノム医療
• 臓器横断的がん治療
• 多様な全身副作用

1,604名
（含む海外16名）

12.7⼈/100万⼈
(2022年）

7.76⼈/100万⼈
(2014年）

順位 都道府県名 ⼈⼝ 専⾨医数 ⼈⼝100万⼈当たり

1 ⽯川県 1124501 29 25.78921673

2 岡⼭県 1879280 45 23.94534077

3 徳島県 726729 15 20.6404313

4 京都府 2511494 51 20.3066382

5 島根県 666331 13 19.5098232

6 愛媛県 1341539 26 19.38072617

7 東京都 13794933 257 18.63002887

8 ⼤阪府 8800753 163 18.52114245

9 佐賀県 812193 14 17.23728227

10 福岡県 5108507 88 17.22616804

順位 都道府県名 ⼈⼝ 専⾨医数 ⼈⼝100万⼈当たり

38 群⾺県 1943667 12 6.173897

39 ⼭梨県 816340 5 6.124899

40 栃⽊県 1942494 11 5.662823

41 宮崎県 1078313 6 5.564247

42 福島県 1841244 10 5.431111

43 和歌⼭県 935084 5 5.347113

44 茨城県 2890377 15 5.189634

45 岩⼿県 1206479 6 4.973149

46 ⻘森県 1243081 6 4.826717

47 沖縄県 1485670 4 2.692388

BEST10 WORST 10

2022年
格差9.6倍

日本臨床腫瘍学会の専門医DB(2022年）と総務省人口統計（2022年1月）から計算

⽇本地図はhttps://devroom.azurewebsites.net/GeoChart/Japanを使⽤して作成

地域間格差（国内）

978名

2022 2014

標準偏差 5.501099 4.114708

地域間格差は拡大

1.64倍に増加

2014年1位と47位の格差26．6倍
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がん診療連携拠点病院における腫瘍内科の設置と医師数（2013年、2020年）

対象：がん診療連携拠点病院
回答 270病院 腫瘍内科設置：2013年 107（39.3％）→2020年 145（53.7％）

７年間に統計学的に有意（P<0.01）に増加

Arai M et al. Current status of medical oncology in Japan and changes over 

the most recent 7-year period: results of a questionnaire sent to designated 

cancer. JJCO 2021 1093/jjco/hyab135. Online ahead of print.

医療機関間格差

（回答率約67％）



12

がん診療連携拠点病院当たりのがん薬物療法専門医数（割合）2020年度
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医療機関当たりのがん薬物療法専門医数

2018年 2019年 2020年

+18.0%

+13.6%
+11.9%

+14.2%

• 均てん化されていない
• 格差はむしろ拡大

相変わらず医療機関間
格差が大きい

地域間・医療機関間の格差を是正するためには目標の指標に工夫が必要

• 単に「専門医数」、「診療科設置」や「講座設置」だけでは不十分

→組み合わせた目標が必要

• 「都道府県がん拠点」や「国がん」は格差是正に協力

医療機関間格差



都道府県別放射線治療専門医養成数：対人口100万人

1,372名（含む海外14名）

順位 都道府県 ⼈⼝ 専⾨医数⼈⼝100万⼈当たり

1福井県 767561 16 20.84524878

2京都府 2511494 51 20.3066382

3群⾺県 1943667 33 16.97821695

4佐賀県 812193 13 16.00604782

5⼭梨県 816340 12 14.69975745

6奈良県 1335378 18 13.47932945

7⼤阪府 8800753 118 13.40794362

8岡⼭県 1879280 25 13.30296709

9東京都 13794933 176 12.75830771

10兵庫県 5488605 70 12.75369607

順位 都道府県 ⼈⼝ 専⾨医数 ⼈⼝100万⼈当たり

38熊本県 1747513 15 8.583627132

39滋賀県 1415222 12 8.47923506

40岐⾩県 1996682 16 8.013294055

41⻑野県 2056970 16 7.778431382

42栃⽊県 1942494 15 7.722031574

43⼭⼝県 1340458 10 7.460136759

44茨城県 2890377 21 7.265488204

45⼤分県 1131140 8 7.072510918

46埼⽟県 7385848 46 6.228127088

47宮崎県 1078313 5 4.636872596

10.7⼈/100万⼈

日本放射線腫瘍学会HPの専門医名簿と総務省人口統計（2022年1月）から計算

BEST10 WORST 10

格差4.5倍

高まるニーズ
高精度放射線治療装置
IMRT, 陽子線、重粒子線

13⽇本地図はhttps://devroom.azurewebsites.net/GeoChart/Japanを使⽤して作成

地域間格差
⽇本放射線腫瘍学会の2021年のアンケート調査で81⼤学中35⼤学
（43％）が放射線腫瘍学が講座として独⽴と回答（神宮啓⼀評議員）



都道府県別緩和医療専門医＋認定医養成数：対人口100万人

9.92⼈/100万⼈

地域間格差

順位 都道府県名⼈⼝ 専⾨医数⼈⼝100万⼈当たり

1⿃取県 551806 12 21.74677

2島根県 666331 10 15.00756

3⿅児島県 1605419 24 14.94937

4滋賀県 1415222 20 14.13206

5富⼭県 1037319 14 13.49633

6京都府 2511494 33 13.13959

7岐⾩県 1996682 25 12.52077

8⾹川県 964885 12 12.43672

9東京都 13794933 171 12.39586

10岡⼭県 1879280 22 11.70661

順位 都道府県名⼈⼝ 専⾨医数 ⼈⼝100万⼈当たり

38愛媛県 1341539 9 6.708713

39埼⽟県 7385848 49 6.634309

40和歌⼭県 935084 6 6.416536

41秋⽥県 956836 6 6.270667

42⽯川県 1124501 7 6.224983

43沖縄県 1485670 9 6.057873

44⼭梨県 816340 4 4.899919

45⼭⼝県 1340458 6 4.476082

46福島県 1841244 5 2.715555

47⻘森県 1243081 3 2.413358

格差9.0倍

日本緩和医療学会HPの専門医名簿と総務省人口統計（2022年1月）から計算

BEST10 WORST 10

⽇本地図はhttps://devroom.azurewebsites.net/GeoChart/Japanを使⽤して作成
14

81⼤学中28⼤学（35％）に
講座設置（第3期中間評価報告書）

専⾨医304⼈
認定医946⼈

認定医を専門医（専門医を指導医）に移行予定、
現在、認定医まで含めると1,250名（井上彰理事）
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東京

⻘森

⿃取

愛知

福島
千葉 埼⽟

都道府県別専門医養成数（人口当たり）と都道府県人口規模（2022年）

⼤阪
神奈川

専門医等 最大格差
（1位と47位）

標準偏差
(=STDEV.P)

がん薬物療法専門医 9.6 5.50

緩和医療専門医

＋認定医
9.0 3.37

放射線腫瘍専門医 4.5 3.15

• 地域間格差は３専門領域で明らか（とりわけ、がん薬物療法専門医で格差大きい）

• 都道府県人口の大小による格差は大きくない（がん薬物療法専門医では傾向あり）

直線近似式

福岡
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 外科志望者の減少（下図）、外科医不⾜（過重労働、訴訟リスク、低賃⾦）
→がんの標準医療・⼿術の担い⼿不⾜

 ⼿術技術の⾼度化、低侵襲化（内視鏡、ロボット）
→⾼度がん医療の担い⼿不⾜に繋がる

 周術期管理の負担（⾼齢化、フレイル対策、ICU不⾜）
（特に周術期）化学療法、終末期医療の負担（腫瘍内科、緩和医療医不⾜）
→労働⼒不⾜の要因

→タスクシフト、施設集約化、労働環境改善などの対策必要

外科医の減少

わが国の外科医療の課題―標準および⾼度がん医療の担い⼿―

標準・高度医療のタスクシフトの遅れ
→外科医の負担増→標準・高度外科医療の労働力不足



2019.8-2022.7EP実施件数 件数

がんゲノム医療中核拠点（宮城県・⼤学） 772

がんゲノム医療連携（秋⽥県・⼤学） 212

がんゲノム医療連携（福島県・⼤学） 181

がんゲノム医療連携（岩⼿県・⼤学） 129

がんゲノム医療連携（宮城県・がん専⾨） 128

がんゲノム医療連携（埼⽟県） 93

東北⼤学病院個別化医療センター 城⽥英和准教授 調べ

がんゲノム医療中核拠点病院（宮城県のＡ大学病院）のエキスパートパネル検討症例

の提出医療機関（3年間1,515件、東北4県を全てカバー）

計1,515

51.0%

59.4%
宮城

8.5%

14.0%

12.0%

8.4%

6.1%

都道府県 ⼈⼝（万⼈）
2021年10⽉

⽐率
（％）

⻘森 122.1 14.3

岩⼿ 119.6 14.0

秋⽥ 94.5 11.1

宮城 229.0 26.9

⼭形 105.5 12.4

福島 181.2 21.2

計 851.9 100

がんゲノム医療—遺伝子パネル検査の地域格差（東北4県）

参考：東北地⽅の⼈⼝

⼈⼝100万⼈当たりの実施件数（3年間）

都道府県 ⼈⼝（万⼈）
2021年10⽉

件数 件数／⼈⼝100万⼈

宮城 229.0 900 393.0

秋⽥ 94.5 212 224.3

岩⼿ 119.6 129 107.8

福島 181.2 181 99.8

格差3.94倍
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＊⻘森県と⼭形県は県内の⼤学病院が
がんゲノム医療拠点病院としてエキス
パートパネルを開催高度医療の地域間格差（地方）



専⾨医 医療圏 中核拠点 連携 全件数 件数/100万⼈

32 仙台 613 58 671 439.1

4 ⼤崎・栗原 82 6 88 320.0

0 仙南 3 26 29 163.8

1 ⽯巻登⽶気仙沼 35 8 43 122.1

他県 49 16 65

37 Total 782 114 896

東北⼤学病院個別化医療センター・城⽥英和准教授
宮城県⽴がんセンター・安⽥ 純部⻑調べ

宮城県の４医療圏別の遺伝子パネル検査紹介件数（紹介医療機関の所在地を基礎データ）

がんゲノム医療—遺伝子パネル検査の医療圏間格差（宮城県）

格差3.60倍

★ 連携

宮城県のがん薬物療法専⾨医37名（2022年）

0⼈

1⼈

4⼈

32⼈

がん薬物療法専門医数
の格差と関係

中核拠点 ★

★

★

★★
★

★がん拠点 ☆がん診療

人口の約2/3は仙台医療圏

☆

18

高度医療の地域間格差（医療圏）
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都道府県別認定遺伝カウンセラー養成数：対人口100万人

地域間格差

2.50⼈/100万⼈ 認定数315⼈

格差∞倍

日本遺伝カウンセリング学会HPの認定者名簿と総務省人口統計（2022年1月）から計算

⽇本地図はhttps://devroom.azurewebsites.net/GeoChart/Japanを使⽤して作成

順位 都道府県名 ⼈⼝ 専⾨医数⼈⼝100万⼈当たり

1京都府 2511494 16 6.37071

2東京都 13794933 80 5.799231

3⻑野県 2056970 11 5.347672

4島根県 666331 3 4.502267

5岡⼭県 1879280 7 3.724831

6⼤阪府 8800753 31 3.522426

7愛知県 7528519 25 3.320706

8兵庫県 5488605 16 2.915131

9新潟県 2188469 6 2.741643

10北海道 5183687 13 2.507867

順位 都道府県名 ⼈⼝ 専⾨医数 ⼈⼝100万⼈当たり

38熊本県 1747513 1 0.572242

39栃⽊県 1942494 1 0.514802

40⿅児島県 1605419 0 0

41佐賀県 812193 0 0

42和歌⼭県 935084 0 0

43⼭梨県 816340 0 0

44福井県 767561 0 0

45群⾺県 1943667 0 0

46秋⽥県 956836 0 0

47⻘森県 1243081 0 0

0

1

2

3

4

5

6

7

0 5000000 10000000 15000000

養
成
数
/1
0
0
万
⼈

都道府県⼈⼝

認定遺伝カウンセラー

都道府県別⼈⼝当たりの養成数と⼈⼝

東京
京都

⻑野

⼤阪

神奈川
埼⽟

2022

標準偏差 1.527835

⼤きな格差（⼈⼝の⼤きさと関係：⼤都市偏在）

島根 愛知
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順位 都道府県名 ⼈⼝ 受講者数⼈⼝100万⼈当たり

1島根県 666331 30 45.02267

2奈良県 1335378 57 42.68454

3徳島県 726729 28 38.52881

4⿃取県 551806 21 38.05685

5岡⼭県 1879280 70 37.24831

6京都府 2511494 92 36.63158

7広島県 2788687 97 34.78339

8⾹川県 964885 29 30.0554

9静岡県 3658375 109 29.79465

10北海道 5183687 140 27.0078

順位 都道府県名 ⼈⼝ 受講者数 ⼈⼝100万⼈当たり

38神奈川県 9215210 89 9.657946

39千葉県 6310875 59 9.348941

40埼⽟県 7385848 62 8.394432

41宮崎県 1078313 9 8.346371

42福島県 1841244 15 8.146666

43茨城県 2890377 22 7.611464

44⼤分県 1131140 8 7.072511

45群⾺県 1943667 10 5.144914

46岩⼿県 1206479 6 4.973149

47沖縄県 1485670 6 4.038582

格差11.0倍

がんゲノム医療コーディネーター研修会地域別受講者と総務省人口統計（2022年1月）から計算

⽇本地図はhttps://devroom.azurewebsites.net/GeoChart/Japanを使⽤して作成

都道府県別がんゲノム医療コーディネーター受講者数：対人口100万人

18.74⼈/100万⼈

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

0 5000000 10000000 15000000

受
講
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数
/1
0
0
万
⼈

都道府県⼈⼝

都道府県別受講者数受講者数2,360⼈

2022

標準偏差 10.36796

地域間格差

東京

島根

沖縄

⼤阪

神奈川埼⽟

愛知

⼤きな格差（⼈⼝の⼤きさと無関係）
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腫瘍循環器学—新たな学際領域の登場—

Reddy P et al. J Geriatr Oncol 8: 308–314, 2017

★がん患者の「第２の死因」：循環器疾患（心不全、血栓塞栓症ほか）

• 腫瘍循環器学は、がん治療を最適化するために循環器内科医と腫瘍内科医が一緒に行う新しい
領域の学問

• 2017 年 10 月に日本腫瘍循環器学会が設立

• 日本臨床腫瘍学会、日本癌治療学会、日本循環器学会、日本腫瘍循環器学会、日本心エコー図
学会の協力によってガイドラインの作成
「Oncocardiologyガイドライン（案）」（日本腫瘍循環器学会）パブリックコメント募集中

（２０２２年１２月発刊予定）
• 診療体制の実態は不明→日本腫瘍循環器学会では全国のがん拠点病院に腫瘍循環器外来の設

置状況をアンケート開始

新たなの地域間格差
の要因

他に
腫瘍腎臓病学
脳卒中腫瘍学
フレイル・オンコロジー
など
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都道府県がん診療連携拠点病院

地域がん診療連携拠点病院

腫瘍内科あり

腫瘍内科あり

腫瘍内科あり

専門医養成
赴任、長期出張

中々、実現に至らない

地域がん診療連携拠点病院

地域がん診療連携拠点病院

腫瘍内科医の配置から見た
がん薬物療法の目標（均てん化）

中規模

中規模

中規模

がん薬物療法

大規模
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都道府県がん診療連携拠点病院
がんゲノム医療中核拠点病院

地域がん診療連携拠点病院
がんゲノム医療連携病院

腫瘍内科あり

腫瘍内科あり

腫瘍内科なし

専門医外勤

がんゲノム医療
新たな格差要因

地域がん診療連携拠点病院

がん薬物療法

ゲノム医療

中規模

中規模

小規模

ゲノム医療

腫瘍内科医の配置から見た
新たな課題
がんゲノム医療、学際領域

加齢による併存
疾患・機能障害

遠距離通院
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第3期がん対策推進基本計画・中間評価報告書（厚生労働省）
次世代のがんプロフェッショナル養成プラン・概算要求（文部科学省）

１．格差問題（病院間、地域間）

がんの標準医療の現場を担う⼈員不⾜が要因の１つ

• がん診療に従事する専⾨職

• 症状緩和やがんサバイバーのケアにあたる⼈材

• QOL 向上及び終末期医療を担う⼈材

• 患者・家族ケアを実践する医療従事者

• ⾼度化するがん医療現場を担う⼈材

２．新しい課題

進化するがん医療の各分野

• 創薬を担う⼈材

• 診療・研究⾯でがん関連学際領域に対応できる⼈材

• 医療ビッグデータの解析専⾨家

25

両視点から課題と養成すべき⼈材を整理すると、

痛みの治療・ケア

地域の放射線治療医や病理診断医

がん予防を推進する⼈材

サバイバーに対するケア
を⾏える⼈材

がんの学際領域を担う⼈材

個別化医療・創薬を担う⼈材個別化医療・創薬を担う⼈材

⾼精度放射線照射・核医学治療／がんゲノム医療

腫瘍内科医、遺伝専⾨医、がんゲノム医療
コーディネーター、遺伝カウンセラー、が
んの創薬基礎研究者、臨床試験を担う⼈材

腫瘍循環器学、腫瘍腎臓病学など

緩和医療に携わる種々の専⾨医療職



１．年金給付 約12兆円
２．医療給付 約12兆円
３．介護給付 約3.5兆円
４．その他（少子化対策ほか）

財政構造変化―1990年度との歳出比較―財務省HPから

厚生労働省HPから

わが国の医療―専⾨的⼈材と財源を最も必要とする社会インフラ―

26

現在の人的インフラを最大限に活用する視点も必要
→遠隔医療の推進
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第4期がん対策推進基本計画に必要な指標

 標準がん医療

 新しい課題

 標準がん医療を担う専⾨医等の⼈材

 新しい課題を担う⼈材

 それぞれの養成数（全国、都道府県、医療圏、医療機関）

 標準治療・⾼度医療の受診状況

（全国、都道府県、医療圏、医療機関）

 がんの罹患率や死亡率の減少（全国、都道府県、医療圏、医療機関）

⼤学講座の設置

遠隔医療の推進

アウトカム

アクション(Plan)

(Do)

(Check)

(Assessment)

（第3期中間評価報告書）・・必要な職種・⼈員、育成のあり⽅、具体的なスケジュー
ルなどについて、⽂部科学省のがん専⾨医療⼈材養成事業などとも連携しつつ、医療関
係職能団体、各種学会、拠点病院等の協⼒を得て推進していく必要がある。

より積極的に協⼒を求めるべき
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御清聴ありがとうございました

• がん対策推進基本計画と第3期の中間評価報告における「人材育成」
• 標準医療の「均てん化」に必要な人材の地域間・医療機関間格差
• がん医療の高度化に伴う新たな課題
• 文科省・がんプロ（概算要求）
• 第4期がん対策推進基本計画に必要な指標の設定


